
東近江市商工会会員事業所・東近江市商工会地域で事業を行う事業所
で、コロナ禍における原油・物価高騰による影響を緩和し経営安定を
図る取り組みを実施した中小企業に対して、

上限10万円（補助率10/10）の補助が受けられます。

※助成対象は、令和４年６月１日以降に実施・支払いした経費で、申請時に支払い完了した経費
が対象です。（ただし、予算がなくなり次第終了で先着順。）

※助成金の申請・交付は、年度内で1回限り。（他商工会で助成されている事業所は不可）
また、「新型コロナウイルス感染症対応販路開拓支援助成金」との両方の申請はできません。

※助成金採択後の助成金振込につきまして、申請後２～３か月程度かかる場合があります。

取組例

申請
方法

受付期間

東近江市商工会窓口でのみ受付
申請書類等は７点（申請時に下記の書類をご提出ください。）
①原油価格・物価高騰対応事業継続支援助成金交付申請書
②申請時チェックリスト

※上記２点は、東近江市商工会のHPからダウンロードしてください。

③消費喚起対策・原油価格高騰対策の実施事業の費用明細が記載され
た請求書等のコピー

④支出を証明できる書類（振込明細・領収書等）のコピー
⑤実施事業が確認できるもの（チラシ・パンフレット等の原本、展

示会出展等の実施経費が確認できる写真等）
⑥助成金振込先口座の通帳のコピー（見開き1・2ページ目）等
⑦印鑑（認印、会社印※シャチハタ不可）

2022年9月1日（木）～10月31日（月）9時～16時
（土・日・祝日除く）
（ただし、予算がなくなり次第受付終了・先着順）

【消費喚起対策】
＜取組例＞
消費喚起を目的とした新聞・雑誌等の
掲載、パンフレット・ポスター・チラ
シ・ポスティング等、セールの実施等

【原油価格高騰対策】
＜取組例＞
展示会・見本市・商談会等の出展、再
生可能エネルギー導入に向けたセミ
ナー受講、インボイス対応（セミナー
受講、経理ソフト導入）等

※税抜き・千円未満切り捨て

補助対象経費や申請書類等でわからないことがあれば、
東近江市商工会（TEL:0749-45-5077）までお問い合わせください。

お問い
合わせ先

QRコード

2022年6月1日～11月30日までに取り組んだ事業が
助成対象になります。
※11月30日を過ぎて実施した事業は対象外となりますのでご注意ください。

事業
実施期間



《目的》
新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が緩和されつつある中、ロシアによるウクライナ
侵略などにより依然、地域経済への影響は続いています。こうした中で、乗り越えるため積極
的な経営に取り組む中小企業に対して必要経費の一部を助成することにより、事業者の事業継
続を支援するとともに、直面する原油・物価高騰による影響を緩和し経営安定を図ることを目
的として、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応事業継続支援助成金」を交付します。

《応募できる方》
東近江市商工会に加入する中小企業または、東近江市商工会地域で事業を行う中小企業
※中小企業とは、下の表に該当する事業所

《対象経費》
①消費喚起対策（原油高騰・物価高騰により落ち込んだ消費を回復させるための取組）
取組事業：消費喚起を目的とした新聞、雑誌、地域情報誌等の掲載又は折込み、販促パンフ

レット・ポスター・チラシ・ポスティング費、消費喚起を目的としたセールを
実施する際の装飾経費、その他実施に対する直接経費など

②原油価格高騰対策
（原油価格の高騰・乱高下が、コロナ禍からの経済回復や事業への悪影響を与えることを防ぐ
観点とした取組み）
取組事業：国内外で開催の展示会、見本市、商談会等に、出展・参加又は主催する際の出展

小間料、小間内装飾経費、出展物搬入経費、その他出展に対する直接経費、再生
可能エネルギー導入・インボイス制度のセミナー受講料、インボイス対応経理ソフト導入

《対象外経費例》
※慣例的・形式的な年賀状や暑中見舞いの印刷代・はがき代、名刺やカレンダー等の単なる印
刷代等は対象外とします。

※求人広告等の商品・サービスのPRでない経費は対象外とします。
※自社でチラシ等を作成する場合の消耗品（用紙代・インク代等）は対象外とします。
※景品・粗品・ノベルティ等の経費は対象外とします。
※人件費は対象外とします。※展示会等の中止に伴うキャンセル料は対象外とします。
※設備投資（看板、機械装置等）や備品購入（パソコン、レジ等）等にかかる経費は対象外
とします。

《注意点》
※上記の①消費喚起対策と②原油価格高騰対策の対象経費について、同一の事業内容で、「小規
模事業者持続化補助金」など「行政・商工会等からの補助金・助成金」を受けている場合は、
助成の対象外とします。また、「新型コロナウイルス感染症対応販路開拓支援助成金」を受けてい
る場合は、助成の対象外とします。

※次のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定を取り消すとともに、既に交付された助成金に
ついては、その返還を求めます。
① 提出書類に虚偽の記載があったとき
② 助成金交付の条件に違反したとき
③ 助成事業の実施について不正行為があったとき
④ 法令違反等の反社会的行為が明らかになったとき

業種分類 中小企業基本法の定義

製造業その他 資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は

常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人

卸売業 資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社又は

常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人

小売業 資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は

常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人

サービス業 資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は

常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人


